
参考資料　１

一般会計予算

法人全体収入内訳

法人全体・拠点区分・サービス区分支出内訳（予備費及び拠点区分・サービス区分間の資金移動を除いた経費を記載）

生活福祉資金貸付､あんしんセンター運営

善意銀行､社会福祉基金

小地域活動推進､年末たすけあい援護等

介護保険訪問介護

障害者訪問介護､同行援護及び移動支援

（単位：千円）

平成28年度 平成27年度

予算額 予算額
比較増減 前年比

224,948 224,118

（単位：千円）

830 0.4%

27年度28年度勘定科目（収入）

　前期末支払資金残高

　受取利息配当金収入

　その他の収入

　介護保険事業収入

　障害福祉サービス等事業収入

　貸付事業収入

　事業収入

（単位：千円）

会計名 拠点区分 サービス区分 平成28年度予算 平成27年度予算 事業の概要

法人全体

法人管理事業 59,013 68,046 法人運営､事務所維持管理､役職員給与等

一般事業

伊勢原市受託事業 66,012 54,898

やまどり号運行､ふれあいミニデイ､（新）成年後見・権利擁護推進､地
域包括支援センター､老人福祉センター管理･運営､教養趣味講座､生活
支援ヘルパー派遣､養育支援家事援助ヘルパー派遣､ひとり親家庭ヘル
パー派遣

地域福祉推進事業 15,853 17,278

ネットワーク推進､団体助成､遊具等修繕､ボランティア講座､ボラン
ティアセンター運営､交通遺児激励､ひとり親家庭援護､罹災者世帯援
護､紙おむつ支給､桜まつり開催､法人後見､（新）成年後見等利用支援､
やすらぎサービス､緊急援護資金

神奈川県社協受託事業 7,920 8,399

寄付金受配事業 2,503 1,893

介護報酬等
事業

赤い羽根募金配分事業 3,855 4,682
法律相談､認知症サポートヘルパー､補装具助成､障害児･者ふれあい交
流､広報等発行､地域福祉活動計画策定･推進

年末たすけあい配分事業 8,020 7,045

共同募金
配分事業

訪問介護事業 19,221 20,458

障害者総合支援事業 22,907 21,631

1,325

9,87910,000

70,066

70,78065,987

1,325

1,355

　受託金収入

21,92622,980

25,04423,656

　　合　計　

27,28423,012

3,5000

5,5605,996

224,948 224,118

　積立預金取崩収入

　会費収入

　寄付金収入

　経常経費補助金収入

　(市補助金､共同募金配分金等)

506501

7070

56,944

1,300

伊勢原市社会福祉協議会 平成28年度予算の概要

第3次伊勢原市地域福祉活動計画基本理念

ともに支え合い、ひとりひとりを大切にするまちづくり

介護保険法改正に伴う日常生活支援総合事業が平成２８年度から実施されることになり、伊勢原市においては段階的に新制度への移行が開始され
る。このことにより、日常生活圏域における住民主体の支え合い活動の支援など、地域福祉を推進する立場の社会福祉協議会の役割はますます重要に
なります。

このような中で、これまで以上に地域住民との協働を促進し、第３次伊勢原市地域福祉活動計画の基本理念である「ともに支え合い、ひとりひとり

を大切にするまちづくり」の推進に向けて各種事業を実施してまいります。
今日、伊勢原市においても、核家族化や高齢化に伴い生活スタイルが多様化しており、このような中で、高齢者や子育て世代等が抱える様々な生活

課題を解決していくためには、地域住民による新たな生活支援サービスが提供できる仕組みづくりを推進していく必要があります。
このような状況も踏まえ、基本目標である「つながりによる地域づくり」「ふれあいの場づくり」を推進するために、これまで以上に地域の方々と

共に考え、協働し、行動する新たな仕組みづくりの構築を目指します。

さらに、「福祉を支える人づくり」「安心して暮らせるまちづくり」の実現に向けて、成年後見利用促進のための基礎整備を推進してまいります。
一方、複雑・多様化するニーズに対応するため、既存事業にとらわれることなく優先度、有効性に配慮し、事業の新設、廃止、見直しを行うととも

に基金の一部について必要な範囲で経常事業への充当を行います。

①成年後見制度利用促進のための基盤整備(拡充事業)
平成２５年度から平成２７年度までの研修を経て養成した後

見業務を担う人材を平成２８年度は法人後見の補助業務などの
実務を経たうえで市民後見人を育成し、成年後見制度の基盤整
備を行います。

②（仮称）伊勢原市成年後見・権利擁護推進センターの
設置・運営（一部再掲・新規事業）
認知症高齢者や知的・精神障害者などが安心して暮らせるよう、

成年後見制度及び権利擁護に関して広報・普及啓発、相談・支援な
どを総合的に行うワンストップセンターとして設置・運営します。

③ネットワークの推進（継続事業）
平成２７年度に実施した災害時要援護者支援に関するアンケート調

査結果から課題となった事項について、地域住民同士、事業所などと
の連携を強化し、地域が中心となった支援ができる仕組づくりを推進
します。

④組織の基盤強化と自主財源の確保
関係機関、関係団体、地域住民との連携強化に努めるとともに、地

域福祉の普及・啓発と本会会員の増強及び会費等の自主財源の確保に
向けて、引き続き役職員一丸となって取り組みます。
また、社会福祉法人制度改革への対応や制度改正、さらに新たな地

域課題に対応するため、適切な人員配置による包括的な支援体制の構
築と人材育成を推進します。


